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特 集 女性リーダー職のキャリア形成支援

ポートフォリオ経営の実現に向けて
意欲ある女性の成長を後押し、多様な価値創出へ

【企業事例】 東京ガス株式会社 東京都

現場および本社での総務、経理、人事など幅広い実務経験を積む。育児休職やライフステージ
における様々な経験を経て、2022年より現職。企業理念に基づく「挑戦による成長」「多様性を
力に」をテーマに、グループ全体での挑戦を促す仕組みの構築や DE&I推進に従事。現在はチー
ムリーダーとして、社員一人ひとりの行動変容と、組織全体の文化改革に取り組んでいる。

東京ガス株式会社
人事部人事戦略Ｇ  挑戦と多様性推進T宮沢 有紀子 氏

―御社は男性の比率が約8割と高い中で、早くから女性活躍推
進に取り組まれ、2024年からはDE&I推進担当の執行役員も
任命される等、さらに推進を強化されていますね。

「2030年経営ビジョン」において、ガス事業中心の事業
構造から電力事業やソリューション事業、海外事業を含むポート
フォリオ経営への変革を進めています。そのためにも多様な人材
が活躍できる組織への変革が重要だと考えており、経営戦略と
して明確に打ち出しています。
当社の最も重要な資産は「人」であり、多様な社員一人ひとりの
挑戦する力が持続的な企業価値につながるとの考えのもと、
2024年に人材開発委員会が設置され、DE&I推進担当役員が任
命されるなど推進体制が強化されました。今年度からの中期経
営計画においても、「価値を生み出す原動力」として、「多様な人
材の尊重と挑戦による成長」を掲げ、様々な取組みを進めていま
す。

―具体的にはどのような取組みでしょうか。

女性活躍推進を進めていく中で、「なぜ取り組むの
か」、「女性自身は望んでいないのではないか」といった声を耳に
することもありました。そこで、昨年5月に全女性社員を対象とし
たキャリアに対する意識調査を実施しました。昇進意欲について
は「昇進したい」、「まあまあ昇進したい」を合わせて74％と、多く
の女性社員が前向きに捉えていることが分かりました。特に20
代では約9割が昇進意欲を持っており、とても心強い結果でし
た。一方で、結婚や出産など将来のライフプランを考えたときに
迷いや不安を感じているという声も多く聞かれました。
そこで2025年には、20代女性社員を対象に「キャリアライフ・
ビュッフェ」を開催しました。役員や30代女性社員からリアルな

体験を話しても
らい、参加者同
士が交流できる
場も設け、アン
ケートでは満足
度100％でした。
また、「ライフデ

ザインが明確になった」と答えた人は調査時の14％から60％に
増加し、一定の効果があったと感じています。
他にも「教えて、人事部長。女性活躍のホンネ」と題して、執行
役員人事部長と人事戦略マネージャーの男性2人を囲んで、女性
社員が日頃感じている疑問や不安について語り合う機会を設け
ました。「女性は数合わせで育成されている、ということはないの
ですか？」、「時短勤務だと評価されないのでは？」といった質問
が女性たちから投げかけられ、人事部長からは「性別や働き方に
よって評価にバイアスがあってはいけない」との考えとともに、仕
事に取り組む姿勢や成果を見て、能力や実績に基づいた評価を
行っていることを改めて伝えました。
当日はライブ配信を行い、約600人が視聴しました。さらに後
日には、対話の内
容をAIで2～3分
程度のラジオ形
式に要約してイン
トラネットに掲載
したところ、気軽
に聴けると非常に
好評でした。

―様々な工夫を凝らして周知されているのですね

研修などを通じて知識として理解してもらうことも重要
なのですが、講義形式だけでなく、対話の場にしたりラジオ配信
するなど、様 な々アプローチを取り入れて展開しています。

宮沢氏：

対話の機会を設けて
キャリアへの不安解消を図る

宮沢氏：

宮沢氏：

「キャリアライフ・ビュッフェ」には50名近くが参加

人事部長と女性社員の対話の様子

【企業事例】 株式会社山陰合同銀行 島根県

―若手がより早い段階で登用されるようになったとのことですね。

2022年の人事制度見直しでは、総合職への一本化にあ
わせて、評価制度も改定しました。これにより、支店長代理層（係
長相当職）は従来より約2年、管理監督者（課長相当職）は約4年
早く登用できるようになりました。
さらに、従業員一人ひとりの挑戦意欲を高め、能力を最大限発
揮できる組織を目指し、2025年7月には年功序列的な要素を見直
し、役割や貢献度を重視した報酬体系へ移行しました。
年齢に関係なく、成果や成長に応じた評価が可能になったこ
とで、モチベーションの向上にもつながっていると感じています。
併せて、長く意欲的に活躍できる環境づくりにも取り組み、定
年を60歳から65歳へ引き上げ、役職定年も55歳から60歳へ延長
しました。さらに、専門人材の活躍を後押しするため、新たにスペ
シャリストコースを設けました。マネジメント職だけでなく、高い
専門性を磨きながら活躍できるキャリアパスを明確化し、多様な
人材がそれぞれの強みを活かして活躍できる組織にしていきた
いと考えています。

―御行では育休や時短勤務は長期間の取得が可能になってい
ますね。最近は、長期間の取得がキャリア形成に影響を及ぼ
すとも言われていますが、そのあたりはいかがですか。

取得期間は人それぞれなので一概には言えませんが、
長く取得できるということが安心感にもつながり、職位にかかわ
らず取得しやすい環境になっていると思います。また、育休を取
得したことを理由に昇格や昇進が不利になることはありません。
今年の1月からフレックスタイム制度の対象者を、育児・介護の
ために短時間勤務や時間外勤務の免除制度を利用する行職員
にも拡大しました。時短勤務の場合は、決められた勤務時間のパ
ターンでの勤務でしたが、例えば、子どもの急な発熱時に早く帰
る代わりに、家族の協力がある日はフルタイムで働く等、所属長と

相談しながら柔軟な働き方が可能になりました。また夕方からの
研修も、これまで時短勤務は途中で退席せざるを得なかったの
ですが、フレックスを活用することで最後まで参加できるように
なりました。

―般的に、地域によって性別役割分担意識が根強く残っている
と聞きますが、御行においても様々な施策を推進していく上
で、そうした意識の影響は感じることはありますか。

地域や世代によって、性別役割分担に関する意識は
様々な違いがあると感じています。一方で、行職員一人ひとりが
経験値や信頼を積み重ねる中で、そうした見方も変化していると
感じています。例えば、女性の法人コンサルティング担当について
も、現在では性別にかかわらず活躍することが自然に受け入れ
られる環境が広がってきています。
最近ではお取引先の企業さまから「女性活躍をどのように進
めていけばよいか」、「社内でどのように理解を広げていけばよい
か」といったご相談をいただく機会も増えています。こうした声を
受け、当行としても、地域のみなさまとともに多様な人材が活躍
できる環境づくりを進めていくことが重要だと考えるようになり
ました。その一環として、2024年から実施していた「女性役員との
座談会」を発展させた「女性活躍 異業種交流会」を開催し、地域
で働く女性の新たなネットワークづくりの場を展開しています。

昨年は500人以上の方に集まっていただき、同じ地域で
働く女性同士の交流の場となりました。自治体等とも連携しなが
ら、地域全体の機運向上にもつながる重要な取組みとして、今後
も継続していきたいですね。

やはり制度面の整備だけではなく、一人ひとりが能力
を十分に発揮して挑戦し続ける組織にしていくことが大切だと
思います。女性に限らず、全員が能力を発揮できるような人材育
成に取り組み、次世代のリーダーが着実に育っていく組織を作っ
ていきたいと考えています。

年功序列的な要素を見直し、
多様な人材がそれぞれの強みを活かせる組織へ

地域全体の機運向上にもつながる重要な取組み

仙石氏：

仙石氏：

石田氏：

仙石氏：

石田氏：

株式会社山陰合同銀行
DATA

創　　　業
本社所在地
事 業  内  容
従  業  員  数
平  均  年  齢
平均勤続年数

1878（明治11）年12月1日
島根県松江市魚町10番地
銀行業
正社員1,793名（男性956名、女性837名）
正社員40.9歳（男性42.8歳、女性38.9歳）
正社員17.1年（男性18.6年、女性15.5年）

（2026年3月31日時点）
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法人営業担当者の男女比
山陽の法人営業担当者のうち

約半数は女性

法人営業部門
山陽・関西・東京・法人S部門 21/4月比+73名
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東京
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ソリューション部

山陰

26/4月

363
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24
67
711 +40名

+33名

24/4月

390

211

16
43
702

21/4月

432

216

9
43
614

18/4月

346
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―意識調査では20代が最も昇進意欲が高かったとのことです
が、中堅層はどうでしたか。

年齢が上がるにつれて昇進意欲は低下する傾向が見ら
れましたので、その背景を知るため、DE&I推進担当役員ととも
に、40～50代の女性社員と少人数での対話を複数回実施しまし
た。同世代同士で安心して話せる場にしたことで、多くの率直な
声を聞くことができました。
40～50代の女性たちも決して成長を望んでいないわけではな
いのですが、「会社の研修は若手向けに見えて自分は対象外だ
と感じる」、「会社から期待されていないのではないか」といった
不安の声も聞かれました。一方で、「楽しみながら働く先輩や同
僚が身近にいることが励みになる」、「上司からの期待の言葉が
やる気につながる」との声もあり、女性たちが将来のキャリアを
前向きに考える上で、ロールモデルや上司の存在が重要であるこ
とが分かりました。

―ロールモデルの存在は、若い世代に限らず女性のキャリア形
成の後押しにつながるのですね。

ですが、身近なロールモデルはまだまだ少ないという課
題をもっています。特に上位職になればなるほど女性が少なく、
自分自身の将来の活躍イメージを描きにくい現状があります。
そうした課題意識から、今年初めて異業種3社と共同してクロス
メンタリングを実施し、各社の社長から応援メッセージを発信して
いただきました。ライン長などのメンターと、中堅クラスのメンティー
を各社から選出して、半年間で全6回のセッションを行う予定です。
会社や文化の異なる者同士が、1対1でじっくりと対話できる機
会はそう多くありません。始まったばかりなので具体的な効果は
これからですが、社外の人と対話を通じて視野を広げる貴重な機
会となっているようです。今後どのような気づきや成長につな
がっていくのか、私自身もとても楽しみです。

―メンターとメンティーはどのように選出されたのですか。

当社ではメンティーについて、一定以上の管理職層に
広く募集をかけました。正直、どれくらい集まるのか不安もありま
したが、「他社の方がどのようにマネジメントしているのか知りた
い」、「キャリアについて、社外で働く方の話も聞いてみたい」と、
選考のほうに苦労するほど希望者が多く集まりました。メンター
については、ライン長クラスの中から後進育成への思いを持つ

方々に、役員と相談しながら個別に声がけしていきました。
初回のキックオフは対面で実施しましたが、その後の1on1はオ
ンラインでもランチミーティングのような形でもよいことにしてお
り、進め方はそれぞれに任せています。できるだけ複数の人と交
流ができるよう、下期からはメンターとメンティーの組み合わせ
を変える予定です。加えて、2社で役員をメンターとする部長クラ
ス対象のメンタリングも下期から開始する予定です。

―そのほかの取組みについてはいかがですか。

3年前には幹部社員向けのアンコンシャス・バイアス研
修を実施しました。そのほかにも、トップメッセージの発信など、
その時々の課題や状況に応じた取組みを進めています。
女性特有の健康課題についても、個人だけの問題として捉え
るのではなく、会社として正しく理解し、適切に対応していくこと
が重要だと考えています。そのため、人事担当役員・部長・人事担
当マネージャーを対象に、実際に体験用パッドを装着し、生理痛
を疑似体験してもらいました。
体験会を経て、具体的な行動にもつながっています。例えば、

「生理中は長時間の会議が不安」という声を受けて、1時間を超
える会議では5分以上の休憩を取るというルールが導入されまし
た。これは女性だけでなく、男性にとってもリフレッシュや会議の
活性化にも役立っています。このような効果を受けて、経営会議
でもこのルールが適用となりました。
さらに、ガス製造基地の職場からも開催を希望する声が上が
り、各基地でも生理痛体験会が実施されました。男性社員が大
半を占める職場だからこそ、女性特有の健康課題についての理
解を深め、働く上での課題を考える良い機会になったと感じてい
ます。

―先ほどの人事部長との対話イベントもそうですが、実行までと
ても迅速に進められているように感じました。企画からどのよ
うな流れで進めていらっしゃるのでしょうか。

担当役員とは定期的に取組み状況の報告や企画の提
案など、少なくとも2週間に1回またはそれ以上の頻度で意見交
換の機会をいただいています。生理痛体験会についても、上層部
の理解と後押しがあったからこそ、私たちも自信を持って迅速に
開催を実現することができました。

社外クロスメンタリングを通じて
視野を広げる機会に

女性特有の健康課題の共有から
会議の活性化の効果も

―男性の育休についても積極的に進めておられますね。

男性の育休取得促進は、本人やご家族の幸せが大前提
です。ただ、それだけではなく、時間を意識した働き方による業
務効率化や、「お互い様」の意識による職場のレジリエンス向上、
ひいては女性活躍推進にもつながる取組みだと考えています。
当社は社員の約8割が男性なので、女性の育休対象者が年間
30～40人に対し、男性の対象者は約200人です。そのため、男性
が育休を取得することは職場へのインパクトも大きく、様々な課
題を一つずつ解決しながら取組みを進めてきました。
例えば、収入減への不安に対しては賞与の減額免除、キャリア
への不安については育休中でも昇格できる制度となっています。
また、最も声の多かった「自分が休むことで職場に迷惑をかける
のではないか」という不安に対しては、育休取得者を支える職場
のメンバーの貢献も評価の対象になることを明確にしました。
こうした施策と社会的な機運の高まりが重なり、2025年には
男性の育休取得率が100％に達し、平均取得日数も68日と、育休
取得への理解が職場全体に浸透してきたと感じています。

―育休中の男性をモデルにしたCMも放映されていましたね。

CMについては、広報部が主体となって企画していま
す。世の中の動きや価値観の変化を踏まえながら、幅広いお客様
の生活を支え、応援したいとの思いから制作したものです。2年
前は育休中の男性、昨年は母と娘という設定のCMを放映しまし
た。こうした活動も社内外に周知しながら、多様な人材が活躍で
きる風土を根付かせていきたいと考えています。
毎年実施している従業員意識調査でも、「挑戦意欲」や「多様
性の発揮」の項目が着実に向上しています。当社の取組みや成果
を評価いただき、「なでしこ銘柄」に4年連続で選定いただいたほ
か、東京都からも表彰を受け、今年は日経ウーマン「共働き子育
てしやすい企業ランキング」で1位をいただきました。

―女性管理職比率は10年で約2倍に増加し、今年は新たに1名の
女性役員が誕生されたとのことですね。意思決定層に女性が
増えたことで変化を感じることはありますか。

一番大きい変化は、事業そのものが変わりつつあるこ

とです。新しい分野に挑戦することが求められる中で、新たな視
点や多様な人材が加わることで、男性も含めて発言しやすくなり
ます。そうすると多様なアイデアが生まれ、スピード感を持って物
事を進められるようになると感じています。ですから、女性活躍
推進は女性のためだけではなく、事業の成長にもつながる取組
みだと思っています。人材育成や活躍の観点で、仕事のアサイン
メントはとても重要です。これまで「タフな男性でなければ務ま
らない」と考えられていた職種でも、実際に女性が担うことで能
力を発揮するケースが出てきています。もちろん、すべてがうまく
いくとは限りませんが、経験の積み重ねが大事だと考えています。
現在、当社には内部昇格の女性役員が4名おりますが、その経
験やキャリアはそれぞれ異なります。男性の上司にも様々なタイ
プがいるように、女性役員のロールモデルも多様になってきたと
感じています。ただ、当社の女性比率を考えると、管理職に占め
る女性の割合も2割になるのが望ましいのですが、現状はまだ達
成できていません。その差があるということは、まだ課題が残さ
れているのではないかと考えています。十分に力を発揮しきれて
いない人がいるのであれば、それは会社にとっても大きな損失な
ので、これからも取組みを継続して、全員が活躍できるような好
循環を生み出していきたい、との思いで進めています。

男性の育休取得促進は
女性活躍推進にもつながる取組み

これまで「男性でなければ」と思われた職種で
女性が能力を発揮するケースも

宮沢氏：

【企業事例】 東京ガス株式会社 東京都

東京ガス株式会社
DATA

創　　　業
本社所在地
事 業  内  容

従  業  員  数

平  均  年  齢
平均勤続年数

1885（明治18）年10月1日
東京都港区海岸1-5-20
都市ガス・電力を中心とした総合エネルギー事業、
ガス供給インフラ、海外エネルギー事業、不動産・
都市開発事業等
連結15,572名、
単体6,239名（男性5,031名、女性1,208名）
男性42.2歳、女性41.6歳
男性18.8年、女性18.5年
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＜東京ガスにおける女性管理職比率＞
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7.6%8.0%
8.7%9.2%

9.5%
9.8%
11.3%12%

初の
女性役員
誕生

12.8%
初の女性
常務執行役員
誕生

2人目の
女性執行役員
誕生

3人目の
女性執行役員
誕生

4人目の
女性執行役員
誕生 5人目の

女性執行役員
誕生（現在4人）

※部下を持つ者、またはそれと同等の地位にある者を指します。
※各年度の4月1日時点

女性管理職の比率 管理職総数 女性管理職数


